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　　　第3図　日本のエネルギー供給の予測（宮崎，1989）
　　　　　　　経済企画庁推計，1985年の数値は1985年度
炭の需要が急増し，生産は増大し，1957年には5，200万
トソに達している。しかし，石炭の高価格，供給の不
安定，エネルギー絶対量の不足から，石油への切り換
えがはじまり，1960年の三池争議をさかいに，石炭産
業は衰退をはじめ，現在の自給率は極めて低い。
　石油はもともと国内に乏しく，敗戦時には現在の1
日消費量にも達しない在庫量（45万キロリットル）で
あっtg。戦後は占領軍の厳しい監督下におかれたが，
1951年下流部門の製油所の再開が認められた。海外の
大油田の発見，生産量の増大もあり，景気回復にとも
ない石油需要が多くなり，石炭産業の衰退に反比例し
て，石油の輸入が拡大の一途をたどった。1973年第1
次石油危機，さらに1979年の第2次石油危機にみまわ
れた。省エネルギーと石油が石炭，原子力，天然ガス
に切り替わったため石油輸入量は1973年の3．2億キロ
リットルから1989年の2．9憶キロリットルに低下した
（第4図）。
　主要金属である銅，鉛，亜鉛も戦争中の乱掘のため，
埋蔵量が激減したが，戦後の探鉱の成果があらわれ，
1959年頃から秋田県の北鹿地域で黒鉱鉱床が発見され
た。しかし，1966年当時116を数えた鉱幽はその後埋蔵
量の減少，低価格の海外鉱石との競争に勝てず，現在
は数鉱山に減少した。
　鉄鉱石はもともと国内の産出力：少なく，戦前も海外
に頼っていた。戦後の1960年以降の高度経済成長期に
はいると，鉄鉱石の需要が大幅に伸び，1970年には2．
億トンの原料を輸入している。．
　現在の地下資源の海外依存度は，石油99．7％，石炭
85％，鉄鉱石100％，銅90％，亜鉛，70％となっている。・
発達した日本の産業を維持するために，海外の資源に
依存する日本にとっては，資源保有国の動向がもっと
も大きな関心事である。また近年産業構造の変化によ
り，重化学工業からハイテク工業の比重がたかまてき
た。エレクトSクス産業，自動車産業が日本経済の中
心になってきたが，エレクトニクス原料資源も大きく
海外に依存している。
　2．資源保有国のナショナリズム
　1943年にベネズエラは外国石油資本と利益折半方式
を打ちだしたが，これは中東にも波及し，サウジアラ
ビア，クウエート，イラクでも同様な方式がとられた。
1951年イラソで一方的に国有化が断行されたが，国際
資本の抵抗にあい失敗した。しかし，1950年代後半に
は保有国同志の団結が強まり，1960年にOPEC（石油
輸出国機構）の設立となうた。OPECの加盟国は現在，
サウジアラビア，イラン，イラク，クエート，アブダ
ビ，カタール（中東），ペネズエラ，エクアドル（南米），
リビア，アルジェリア，ナイジェリァ（アフリカ），イ
ンドネシアである。
　1969－70年にかけての石油戦争とよぼれるメジャー一
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　　　（注》　7ヵ国とは、日本、アメリカ、イギリス、西ドイツ、フランス、イタリア、カナダ、
　　　　　　1次エネルギー消費および石油消費はBP統計、突質GDPはOECD続計かち計算。
　　　（出所）　小山茂樹「石油危機は終ったか」、38べ一ジ。
第4図　主要7ケ国の成長率とエネルギー消費（石油問題研究会，1986）
　　　　7力国とは，日本，アメリカ，イギリス，西ドイツ，フランス，イタリア，カナダ。
　　　　1次エネルギー消費および石油消費は8P統計，実質GDPはOECD統計から計算。’
　　　　OPECはその占有率
との交渉により公示価格の長期引き上げを勝ちとり，
1973年の第4次中東紛争を契機に完全に生産と価格に
関する決定権を確立し，ナショナリズムの勝利となっ
た。この影響は第1次石油危機として消費国を襲った。
1979年のイラソ革命により第2次石油危機が生じた。
しかし，OPEC内部も宗教的な対立があり，1980年に
はイラソ・イラク戦争，1991年のイラクのクエー5へ
の侵攻によるイラクと多国籍軍との戦争など，資源保
有国の不安定要因は絶えない。
　石油と同様に銅についても，’1968年lt　CIPEC（銅輸
出国政府間協議会）が設立さ乳，産銅会社への経営参
加から国有化へと進んだ。CIPECの参加国は，チリー，
ペルー，ザソピァ，ザイールである。
　このような資源保有国の同盟は，鉄，ボーキサイト，
タソグステソなどについても結ばれている。
3．多国籍企業一メジャー
　多くの国で100以上の子会社，孫会社，関連会社を持
ち，世界の資源を独占している会社はメジャーとよば
れている。石油には次の8大メジャーがある。
　エクソン・コーポレーショソ（米）
　テキサコ・イソコーポレーテヅドく米）
　モービル・ナイル・コーポレーション（米）
　ガルフ・オイル・コーポレーショソ（米）
　スタンダード・ナイル・カソパニー・オブ・カルフォ
　aア（米）
　ロイヤル・ダッチ。シェル・グループ（英・蘭）
　ザ・ブリテイシュ・ぺ5ロリアム・カソバニー。iJ
　ミテヅドBP（英）
　コンバニ＿．フラソセーズ・デ・ペトロールCFP（仏）
　上の8メジャーは，1973年当時，世界の生産量の
51％，原油処理量の51％，製品販売量の53％を独占し
ていた。それらの中で最も大きなエクソン・コーポV一
ショソについてみると，leoケ国に300以上の系列会社
を持ち，探鉱，開発，精製，製品販売の一貫した支配
をしている。1973年の生産量は1臼671万パー11ルで，
世界の13％を占めていた。
　しかし，資源保有国の国有化により，1965年の占有
率16％から1982年には7．5％に後退している。
　国有化を果たした産油国もメジャーの探鉱，開発，
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生産技術にいまだに依存しており，また世界各地の系
列下の石油会社への輸送，系列下の精製会社にたいす
る支配を続けているので，その力は依然衰えていない。
さらに産油国からの直接支配から後退した後は，天然
ガス，石炭液化，原子力エネルギーなどに進出し，世
界の石炭埋蔵量の30－35％，ウラソ資源の20－30％を
支配している。日本の精製会社は民族系といわれる2
社以外はメジャーの系列会社である。
　主要金属の銅は40％がケネコット社など9大会社，
アルミニュームが65％がアルコア社など6大会社に握
られていた。
　　　　　　　　　おわりに
　資源のもつ国際政治・経済的性格について主にレ
ビューしてきたが，資源論については鉱山地質学的立
場からの議論も多い。これらの多くは非更新性な性格
をもつ資源の将来予測（悲観的な予測）である。石油
危機の頃は，石油の寿命は30年で，次のエ1杓レギーと
しては原子力に頼らざるをえないという議論も盛んで
あった。燃料鉱物資源の中で，石油の限界は朋かであ
るが，天然ガスを有効に利用することによりさらに寿
命が延びるであろう。石炭資源は石油資源に比べて潜
在的な埋蔵量が多い。このような将来予測にたって，
どのような対策が必要かについては，2章の7で簡単
にふれた。金属資源は技術の進歩により含右量（品位）
の低いものまで利用したり，金属のリサイクルを考え
ればそれほど悲観的ではないであろう。
　地球環境問題は国連の場など，国際的に議論され，
国際協調ゐもとにかけがいのない地球を守ろうという
気運が高まっているが，ここでも先進国と低開発国の
対立がある。資源問題も将来予測を考えれば，グロー
バルな問題であるが，それを国際協調で解決しようと
いう議論が少ない。これは地球環境問題が地球上に生
活する人類の共通の危機であるという意識が強いのに
対し，資源問題は，小論で述べたように，開発の主体
が多国籍企業であるなど経済帥要素が強く・利用の主
体である一般市民にとっても間接的な問題となるため
であろう。しかし，工業生産の上に成り立っている現
在および将来のわれわれの生活にとっては避けられな
い問題である。
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